
 

 

令和３年度 

第３回大洲市地域自治組織再編検討会議 

 
日 時 令和３年１０月２７日（水） 

午後２時００分～ 

場 所 大洲市役所２階大ホール 

 

 

― 次 第 ― 

 

  １ 開  会 

  ２ 委員長あいさつ 

  ３ 委員紹介 

４ 議  事 

   議題１ 地域自治組織のあり方の検討事項について 

議題２ 地区公民館のコミュニティセンター化について 

   議題３ 地区公民館等における機能・施設の現況について 

５ 閉  会 
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議題１ 地域自治組織（地区公民館と自治会）のあり方の検討事項について 

 

 第１回大洲市地域自治組織再編検討会議において、「新しい組織としての一元化」との方

向で検討を進めることになったため、今後、どのような形で一元化するか、付随する課題

をどう解決するかなど、次のとおり段階的に検討を進めていくこととする。 

 

行程 検討項目 検討内容 

 

第３回 

 

地区公民館のコミュニティ

センター化 

 

〇 地区公民館と自治会の活動状況と地域課題 

〇 地域課題を解決する方策 

〇 地区公民館のコミュニティセンター化にお

けるメリットと課題への対応 

 

 

第４回 

 

コミュニティセンター設置

基準（施設のあり方） 

 

〇 コミュニティセンターの設置基準の考え方 

〇 地区公民館と分館の取扱い 

 

 

コミュニティセンターに備

える機能 

 

〇 地域づくり 

〇 地域福祉 

〇 防災・防犯 

〇 生涯学習 

〇 行政サービス（行政相談窓口）の機能 

〇 窓口証明書発行サービス（連絡所 19 地区） 

 

 

第５回 

 

中間報告書（素案） 

 

 

○ 地域自治組織のあり方の整理 

○ 中間報告書（素案）の検討・協議 

 

令
和
４
年
度 

 

【引き続き検討が必要な項目】 

 

〇 コミュニティセンターの運営方法及び体制 

 

〇 円滑な活動に向けた他組織との調整 

 

〇 コミュニティセンターへの移行方法 
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議題２ 地区公民館のコミュニティセンター化について 

１ 地区公民館と自治会の活動状況と地域課題 

項 目 地 区 公 民 館 自 治 会 

活動状況 ❶公民館運営審議会 

❷人権教育・青少年健全育成協議会総会 

❸学級・講座 

❹人権学習会 

❺健康体操 

❻クリスマス会 ほか 

 

 

❼盆踊り大会（夏まつり） 

❽敬老会 

❾地区運動会 

❿ふるさとまつり（文化祭） 

⓫各種スポーツ大会 

⓬視察研修 

⓭花いっぱい運動 

⓮健康マラソン・ウォーク大会 

⓯地域伝統行事 

⓰三世代交流事業 ほか 

①総会 

②役員会、各部会 

③自主防災訓練、研修 

④歴史・文化学習会 

⑤備品等整備事業 

※案内看板設置、消火栓用ホース配備、防災関連など 

⑥子ども見守り活動 ほか 

 

⑦盆踊り大会（夏まつり） 

⑧敬老会 

⑨地区運動会 

⑩ふるさとまつり（文化祭） 

⑪各種スポーツ大会 

⑫視察研修 

⑬美化運動（花いっぱい運動等） 

⑭健康マラソン・ウォーク大会 

⑮地域伝統行事 

⑯三世代交流事業 ほか 

地域課題 ❶高齢化と人口減少 

❷役員のなり手不足 

❸学級参加者の固定化 

❹学級内容の固定化 

❺活動への不参加と無関心さ 

❻人付き合いの希薄化 

 

❼社会教育団体の衰退（青年団、婦人

会、愛護班等） 

❽若者、働く世代の公民館離れ 

❾世代間の価値観相違 

❿公民館利用者の固定化 

⓫施設の老朽化 

①高齢化と人口減少 

②役員のなり手不足と固定化 

③参加者の減少と固定化 

④事業のマンネリ化 

⑤若い世代の活動不参加と無関心さ 

⑥人付き合いの希薄化 

 

⑦行事の規模縮小と見直し 

⑧次世代の担い手不足 

⑨異世代間のコミュニケーション不足 

⑩地域のまとまりの衰退 

⑪地域自治意識の低迷 

⑫不明確な指揮・命令系統 ほか 

組織的課題 ⓬地域自治業務との区分 

⓭体育施設の管理 

⓮各種団体事務局の取扱い 

⑬公民館業務との区分 

⑭地区自主防災組織との関係性 

⑮地区社会福祉協議会等との関係性 

 

地域課題を 

解決する方策 
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２ 地域課題を解決する方策 

地区公民館 自治会 対 応 策 

❶高齢化と人口減少 

❷役員のなり手不足 

 

①高齢化と人口減少 

②役員のなり手不足と

固定化 

⑦行事の規模縮小と見

直し 

⑧次世代の担い手不足 

 

⑴事業・活動の持続可能な適正規模化 

 →統合時の一括交付金の特例創設 

 →組織再編に係る協議への助言・協力・参画 

⑵役員の負担軽減に向けた事例研究・分業化 

 →部会長等への権限付与、役割分担 

⑶担い手育成に係る各種研修の場の提供 

 →県・企業等主催のセミナー等への参加 

⑷地区内企業・店舗等の参画促進 

⑸役員マニュアルの作成 

❸学級参加者の固定化 

 

❹学級内容の固定化 

❺活動への不参加と無

関心さ 

❻人付き合いの希薄化 

❼社会教育団体の衰退 

❽若者、働く世代の公

民館離れ 

❾世代間の価値観相違 

❿公民館利用者の固定

化 

③参加者の減少と固定

化 

④事業のマンネリ化 

⑤若い世代の活動不参

加と無関心さ 

⑥人付き合いの希薄化 

⑨異世代間のコミュニ

ケーション不足 

⑩地域のまとまりの衰  

 退 

⑪地域自治意識の低迷 

⑹多世代が興味を持つ魅力ある事業の展開 

 →住民ニーズに応じた資格取得や関心の高い学

級・講座等の開設 

 →子どもや若い世代を巻き込む事業の企画 

⑺多世代が普段から集える居場所づくり 

→放課後子どもたちが集い学べる仕組みづくり 

 →コミュニティカフェや産直市等による誰もが

気軽に集い、交流できる場づくり 

⑻地域活動の見える化 

 →活動内容等の広報活動 

 →環境美化運動等による住民へのアピール 

⑼区入りの促進 

 →加入負担金免除等による区入りしやすい環境 

 →区入り数に応じた加入促進への補助 

⑽新たな取組等を支援できる制度の創設 

 →観光資源や文化資源の整備による活性化事業 

 →特産品等を活用した加工品開発事業 

 →コミュニティビジネスの導入 

⑾集会所整備に伴う地元負担の軽減 

 →空き家活用による集会所整備支援（70％） 

 →宝くじ助成事業を活用した地区集会所整備支

援（85％） 

⓫施設の老朽化 

⓬自治会業務との区分 

⓭体育施設の管理 

⓮各種団体事務局の取

扱い 

⑫不明確な指揮・命令

系統 

⑬公民館業務との区分 

⑭地区自主防災組織と

の関係性 

⑮地区社会福祉協議会

等との関係性 

⑿地域自治組織の一元化による指揮・命令系統

の一本化 

⒀地区自主防災組織や地区社会福祉協議会の体

制見直しによる指揮・命令系統の明確化 

⒁施設のあり方を踏まえた適切な整備・更新 
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３ 地区公民館とコミュニティセンターとの比較 

 大洲市地区公民館 コミュニティセンター 

設置主体 教育委員会 市長部局 

根拠法令 社会教育法 地方自治法 

施設性質 社会教育施設 コミュニティ施設 

設置根拠 公民館条例 

公民館条例施行規則 

コミュニティセンター条例 

コミュニティセンター条例施行規則 

運営方法 直営 指定管理者 or 直営 

事業概要 貸館（非営利・非政治） 

施設維持管理 

公民館事業（学級・講座等） 

 

貸館（制限なし） 

施設維持管理 

地域の学び事業（生涯学習含む） 

地域づくり事業等 

 

４ 地区公民館のコミュニティセンター化におけるメリットと課題への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メ
リ
ッ
ト 

○ 地域のまちづくりの拠点として総合的・一体的な活用ができる。 

○ 社会教育法の適用除外による利用制限の緩和により、特産物の有償提供（物販）や

コミュニティカフェの運営、営利を目的としたイベントの開催など多用途利用が可能

となる。 

○ 地域づくりにつながる住民ニーズに応じた学び事業（学級・講座、資格取得を目的

とした講習など）の企画・運営が可能となる。 

○ 地域自治組織及び市の窓口の一本化により、効率的な住民活動等の支援ができる。 

課 

題 

 

○ 学校教育及び家庭教育との連携が薄

れる可能性がある。 

○ 社会教育団体の利用に制約がかかる

可能性がある。 

○ 充実した生涯学習の企画・運営が後退

する可能性がある。 

○ 組織毎に施設及び活動にかかる総合

補償制度への加入が必要となる。 

【対応策】 

○ 生涯学習の推進を図るための支援体

制の構築 

○ 一般利用との差別化による制約の回

避（予約受付開始時期の差別化） 

○ 地域自治組織への研修及び学習機会

の提供 

○ 市による総合補償制度への一括加入 

【イメージ図】 
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議題３ 地区公民館等における機能・施設の現況について 

 地区公民館及び自治会、連絡所における機能については、基本的に下記のような機能を

有するが、地区公民館の施設に関しては、市町村合併前の考え方が引き継がれているため、

地域によって異なる体制となっている。 

 

１ 地区公民館・自治会・連絡所における機能について 

地区公民館 自治会 連絡所 

〇 生涯学習 

・ 学級講座等の開設 

・ 体育及びレクリエーショ 

ン等の活動 

・ 世代間交流の場の提供 

・ 図書及び郷土資料等の収 

集と提供 

・ 社会教育団体の支援及び 

連携 など 

 

○ 貸館及び維持管理 

 ・ 予約受付等 

 ・ 施設の維持管理 

〇 地域づくり 

・ 地域課題の解決 

・ 住み良いまちづくり 

・ 地域資源の活用と継承 

・ 人とのつながりづくりの 

場の提供 など 

 

〇 地域福祉 

 ・ 高齢者の見守り 

 ・ 健康づくり など 

 

〇 防災・防犯 

 ・ 防災訓練等による防災意 

識の向上 

 ・ 子どもたちの見守り 

 など 

○ 証明書等発行サービス 

 ・ 住民票等証明書発行 

 ・ 所得証明書等発行 など 

 

○ 行政相談窓口サービス 

 ・ 行政全般に係る相談等の 

受付とりまとめ 

 ・ 本庁、支所とのつなぎ 

            など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地区公民館と自治会の施設等の現況について 

 資料１ 大洲市自治会の範囲及び公民館（分館）・連絡所位置図 

資料２ 自治会の範囲における大洲市地区公民館等の施設及び地域の現状 

 資料３ 各連絡所・市民ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ及び本庁・支所における証明書発行取扱件数【実績】 

 

 

  

 

連携・協力 

地域づくり 
・地域課題の解決 

 ・地域資源の活用など 

地域福祉 
・高齢者の見守り 

  ・健康づくりなど 

防災・防犯 
・防災訓練、研修 

 ・子どもたちの見守り 

など 

 

生涯学習 
・学級講座等の開設 

・世代交流の場の提供 

など 

証明書等発行

及び行政相談

窓口サービス 

≪公民館≫ 
≪自治会≫ ≪連絡所≫ 

貸館・ 

施設維持管理 


